　　　おおい町簡易水道使用料減免要綱
　（目　的）

第１条　この要綱は、おおい町簡易水道事業等給水条例（以下「条例」という。）第２９条の使用料の減免について、漏水による使用料の減免に必要な事項を定めるものとする。
　（減免の対象）
第２条　減免の対象となる漏水は、メーター（私設メーター除く。）より下流の給水装置における漏水で、次の各号のいずれかに該当する不可抗力的な漏水とする。

　（１）町長が容易に漏水の発見ができないと認める地中及び壁内等の埋設給水管からの漏水

　（２）町長が容易に漏水の発見ができないと認める床下などの露出給水管からの漏水

　（３）町長が容易に漏水の発見ができないと認める給水用具内部の配管からの漏水
　（減免の対象外）

第３条　次の各号のいずれかに該当するときは、使用料の減免は行わない。

　（１）町水道使用者が故意に給水装置を損傷したとき。

　（２）町水道使用者が漏水を知りながら修繕を怠ったとき。

　（３）町水道使用者の都合により修繕を延期したとき。

　（４）各種工事の事故に起因して漏水したとき。

　（５）給水装置の新設、改造及び修繕工事の施工を、おおい町指定給水装置工事事業者以外の者が行ったとき。ただし、水道法第１６条の２第３項ただし書きに該当するときはこの限りでない。

　（６）第５条の規定による推定漏水量が、推定使用水量に０．５を乗じた値（掛け放し）未満のとき。

　（７）漏水した月の検針による使用水量（以下「漏水月検針水量」という。）が、当該月の前１２ヵ月の最大使用水量以下のとき。
　（減免の申請）

第４条　簡易水道施設の使用者が減免を受けようとするときは、おおい町簡易水道事業等給水条例施行規則に定める使用料減免申請書を、原則として検針日から３０日以内に町長に提出しなければならない。
２　前項の申請書には、水道法第１６条の２第３項ただし書きに該当する場合を除き、別紙様式１により指定給水装置工事事業者の確認を得た修繕完了届を添付しなければならない。
　（減免額の算定方法）

第５条　減免額は、次の各号により算定する。

　（１）減免額は、漏水月検針水量により算定した使用料から推定使用水量により算定した使用料を控除した額とする。
　（２）推定使用水量は、漏水した月の前３ヵ月の使用水量を平均（立方メートル未満切り捨て）した水量とする。ただし、使用開始から３ヵ月に満たない場合は、漏水修繕工事完成月の翌月の使用水量とし、長期漏水のため漏水がない時の使用水量の把握が困難なときは、漏水修繕工事完成月の翌月の使用水量と減免対象月の前年同月の使用水量を比較しその多い方を採用する。前年同月にも漏水が疑われる場合は、前々年以前に順次さかのぼるものとする。

　（３）漏水月検針水量が基本使用水量に満たないときは、基本使用水量をもって漏水月検針水量とする。
　（４）漏水月検針水量から推定使用水量を控除した水量を推定漏水量とする。
　（メーター取付不良等による場合の減免）

第６条　漏水の原因又は推定漏水量増加の主原因が水道メーター（私設メーターは除く）の取付、取替の不良又は破損等によるときは、推定漏水量の全量に相当する使用料を減免する。ただし、減免の期間は、漏水修繕工事完成の月を含む前２４ヵ月を最長とする。

２　前項の漏水が施工業者の施工不良によると認められるときは、減免使用料相当額を施工業者に全額負担させるものとする。この場合、町は施工業者に対し適正な指導を行うものとする。
　（減免の期間）

第７条　前条の場合を除き、減免の期間は、最長２ヵ月とする。
　　　附　則
　この告示は、平成２４年６月８日から施行する。
　　　附　則

　この告示は、平成２８年４月１日から施行する。
別紙様式１(第4条関係)
宅内漏水による上下水道使用料金減免に係る修繕完了届
	使用者(所有者)
	

	給水装置設置場所
	おおい町

	漏水発見(把握)日
	　　　　　年　　　月　　　日

	修繕完了日
	　　　　　年　　　月　　　日
	修繕完了時
メーター指針
	㎥

	修繕業者
　※おおい町指定給水装置工事事業者
	住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


添付書類
　修繕工事の写真（修繕前・修繕中・修繕後）
　使用材料の分かる書類
　修繕内容の分かる平面図
　（工事写真や使用材料の分かる書類で読み取ることが可能な場合、平面図は不要）
